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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。

回次
第31期

第２四半期累計期間
第32期

第２四半期累計期間
第31期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 6,685,852 6,960,817 13,758,408

経常利益 (千円) 375,791 521,185 1,066,441

四半期(当期)純利益 (千円) 227,995 342,744 623,206

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 674,184 674,184 674,184

発行済株式総数 (株) 6,859,100 6,859,100 6,859,100

純資産額 (千円) 9,933,546 10,439,936 10,218,829

総資産額 (千円) 11,842,991 12,315,266 12,298,686

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 33.24 49.97 90.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 17.50 17.50 35.00

自己資本比率 (％) 83.9 84.8 83.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 416,298 68,487 1,049,140

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △207,801 △219,170 △133,459

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △137,234 △120,143 △257,336

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,385,370 7,701,627 7,972,453

回次
第31期

第２四半期会計期間
第32期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 17.99 23.26
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

資産合計は、前事業年度末に比べ16百万円増加し、12,315百万円(前事業年度末比＋0.1％)となりました。

流動資産の増加39百万円のうち、主な増減項目は、現金及び預金の減少1,205百万円、関係会社預け金の増加934

百万円、売掛金の減少242百万円、有価証券の増加200百万円、仕掛品の増加162百万円であります。

固定資産は、ほぼ前事業年度末並みの、486百万円(前事業年度末比△4.5％)となりました。

負債合計は、前事業年度末に比べ204百万円減少し、1,875百万円(前事業年度末比△9.8％)となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べ146百万円減少し、1,653百万円(前事業年度末比△8.1％)となりました。

固定負債は、前事業年度末に比べ58百万円減少し、222百万円(前事業年度末比△20.8％)となりました。

純資産合計は、前事業年度末に比べ221百万円増加し、10,439百万円(前事業年度末比＋2.2％)となりました。

主な増減項目は、配当金支払による減少120百万円、四半期純利益の計上による増加342百万円であります。

(2) 経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資需要の好転、雇用・所得環境や個人消

費の底堅い推移が進むなか、企業の業況判断の一部に慎重さが見られるものの、緩やかな回復基調が継続いたしま

した。

先行きの見通しにつきましては、旺盛な訪日消費や非製造業の改善を背景に、設備投資計画は高い水準にあるこ

と等から、継続的な回復が期待されております。一方で、中国をはじめとするアジア各国の景気下振れがわが国企

業の生産や輸出にもたらす影響が懸念されるなか、アメリカの今後の金融政策の動向が世界的にも注目されてお

り、これらの海外経済の動向に留意しつつ、景気の足踏みも想定した柔軟な対応が求められております。

当業界においては、景況感の回復を背景に国内企業の設備投資需要の活性化が期待されており、併せて、今後の

成長に向けた戦略的ＩＴ投資分野としては、ＩоＴ（モノのインターネット化）、マイナンバー制度、ビッグデー

タ、オムニチャネル化（販売チャネルの融合）、グローバルサプライチェーン、セキュリティ強化等が注目されて

おります。これら市場ニーズに応えるべく、顧客の業績改善と生産性向上に寄与すると同時に、企業活動の効率性

やガバナンスの向上に資するシステムやサービスの提供が求められております。

当社を取り巻く事業環境としては、総じて堅調に推移しており、リソースの拡充・調達力の強化等も含めた柔軟

な対応力が求められております。このような事業環境のなか、顧客企業とのパートナーシップの強化、既存サービ

スの拡充とともに、当期計画している新事業分野のビジネス獲得に向けた取り組みを進めております。

これらの結果、当第２四半期累計期間の業績は、金融・製造分野の開発案件が順調に推移し、売上高は、6,960百

万円(前年同期比＋4.1％)となりました。これらの増収要因に加え、前期後半より取り組んできた収益性の改善施策

を継続的に推進したこと等により、営業利益は517百万円(前年同期比＋39.2％)、経常利益は521百万円(前年同期比

＋38.7％)、四半期純利益は342百万円(前年同期比＋50.3％)となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、＋68百万円(前年同期比△347百万円)となりました。主な増減項目は、営

業収入の減少86百万円、外注費の支払及び購入による支出の増加48百万円、法人税等の支払額の減少93百万円であ

ります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、ほぼ前年同期並みの、△219百万円(前年同期比△11百万円)となりまし

た。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、△120百万円(前年同期比＋17百万円)となりました。これは主に、配当金

の支払額の減少によるものであります。

これらの結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末から270百万円減少

し、7,701百万円となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発活動については、特段の記載事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,859,100 6,859,100
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株で
あります。

計 6,859,100 6,859,100 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年９月30日 ― 6,859,100 ― 674,184 ― 640,884
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式は、すべて信託業務に係る株式であります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＳＣＳＫ株式会社 東京都江東区豊洲３丁目２番20号 4,768,000 69.51

ＪＩＥＣ社員持株会 東京都新宿区西新宿６丁目24－１ 722,500 10.53

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ Ｂ
ＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ
ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５２２４
(常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部)

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U. 
S.A.
(東京都中央区月島４丁目16－13)

150,000 2.18

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 119,100 1.73

ＡＮＡシステムズ株式会社 東京都大田区東糀谷６丁目７－56 100,000 1.45

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ
ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ
(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK
(東京都港区六本木６丁目10番１号)

46,900 0.68

ＤＥＵＴＳＣＨＥ ＢＡＮＫ
ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ－ＰＢ Ｎ
ＯＮ－ＴＲＥＡＴＹ ＣＬＩＥ
ＮＴＳ ６１３
(常任代理人 ドイツ証券株式会
社)

TAUNUSANLAGE  12, D-60325  FRANKFURT
AM  MAIN,  FEDERAL  REPUBLIC  OF  GERMANY
(東京都千代田区永田町２丁目11番１号)

31,400 0.45

岩本 卓也 東京都江戸川区 28,000 0.40

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥ
ＣＵＲＩＴＩＥＳ
(常任代理人 モルガン・スタン
レーＭＵＦＧ証券株式会社)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON E14 
4QA, U.K.
(東京都千代田区大手町１丁目９－７)

24,900 0.36

堀江 豊 福井県小浜市 18,000 0.26

計 ― 6,008,800 87.60
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が71株含まれております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,858,800 68,588 ―

単元未満株式 普通株式 300 ― ―

発行済株式総数 6,859,100 ― ―

総株主の議決権 ― 68,588 ―
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成27年７月１日から平成27年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,465,773 4,260,756

関係会社預け金 ※  2,406,296 ※  3,340,462

売掛金 2,344,477 2,102,276

有価証券 900,383 1,100,408

仕掛品 111,450 273,834

その他 560,557 750,859

流動資産合計 11,788,939 11,828,598

固定資産

有形固定資産 46,544 50,575

無形固定資産 28,025 20,401

投資その他の資産 435,176 415,691

固定資産合計 509,747 486,668

資産合計 12,298,686 12,315,266

負債の部

流動負債

買掛金 525,155 461,597

未払法人税等 183,039 212,051

賞与引当金 527,938 594,440

役員賞与引当金 ― 5,198

工事損失引当金 1,769 1,769

その他 561,232 377,983

流動負債合計 1,799,135 1,653,040

固定負債

退職給付引当金 267,717 209,285

役員退職慰労引当金 13,004 13,004

固定負債合計 280,721 222,289

負債合計 2,079,857 1,875,329

純資産の部

株主資本

資本金 674,184 674,184

資本剰余金 640,884 640,884

利益剰余金 8,906,020 9,128,730

自己株式 ― △109

株主資本合計 10,221,089 10,443,689

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,259 △3,752

評価・換算差額等合計 △2,259 △3,752

純資産合計 10,218,829 10,439,936

負債純資産合計 12,298,686 12,315,266
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

売上高 6,685,852 6,960,817

売上原価 5,446,170 5,569,949

売上総利益 1,239,681 1,390,867

販売費及び一般管理費 ※  868,104 ※  873,783

営業利益 371,577 517,083

営業外収益

受取利息 6,229 5,658

その他 1,545 1,072

営業外収益合計 7,774 6,731

営業外費用

支払手数料 3,560 2,629

営業外費用合計 3,560 2,629

経常利益 375,791 521,185

特別損失

固定資産除却損 1,922 79

特別損失合計 1,922 79

税引前四半期純利益 373,868 521,106

法人税、住民税及び事業税 123,567 187,017

法人税等調整額 22,304 △8,654

法人税等合計 145,872 178,362

四半期純利益 227,995 342,744
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 7,211,614 7,125,222

外注費の支払及び購入による支出 △2,948,149 △2,996,194

人件費の支出 △3,218,202 △3,224,323

その他の営業支出 △375,886 △676,450

小計 669,376 228,253

利息及び配当金の受取額 6,843 6,270

法人税等の支払額 △259,920 △166,036

営業活動によるキャッシュ・フロー 416,298 68,487

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,600,000 △2,000,000

有価証券の償還による収入 1,400,000 1,800,000

有形固定資産の取得による支出 △6,813 △12,714

無形固定資産の取得による支出 △2,326 △4,576

敷金及び保証金の差入による支出 ― △2,792

敷金及び保証金の回収による収入 1,338 913

投資活動によるキャッシュ・フロー △207,801 △219,170

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 ― △108

配当金の支払額 △137,234 △120,035

財務活動によるキャッシュ・フロー △137,234 △120,143

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 71,261 △270,826

現金及び現金同等物の期首残高 7,314,108 7,972,453

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,385,370 ※  7,701,627
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

(四半期貸借対照表関係)

※  前事業年度(平成27年３月31日)及び当第２四半期会計期間(平成27年９月30日)

「関係会社預け金」は、「ＳＣＳＫグループ・キャッシュマネジメントシステム」(ＣＭＳ：ＳＣＳＫグループ

の資金効率化を目的)による預入れであります。なお、当該預け先は、ＣＭＳの母体であり当社の親会社でもある

ＳＣＳＫ株式会社であります。

(四半期損益計算書関係)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。なお、販売費の割合は僅少につき一

般管理費のみ記載しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、以下のとおりで

あります。

前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

役員報酬 120,690千円 110,490千円

給与手当 268,155千円 259,982千円

賞与引当金繰入額 81,604千円 74,742千円

役員賞与引当金繰入額 6,343千円 5,198千円

法定福利費 47,870千円 47,401千円

前第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金勘定 4,830,162千円 4,260,756千円

関係会社預け金勘定 2,454,850千円 3,340,462千円

有価証券勘定 1,000,483千円 1,100,408千円

計 8,285,495千円 8,701,627千円

ＦＦＦ以外の有価証券 △900,125千円 △1,000,000千円

現金及び現金同等物 7,385,370千円 7,701,627千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

当第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日
取締役会

普通株式 137,182 20.00 平成26年３月31日 平成26年６月５日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月24日
取締役会

普通株式 120,034 17.50 平成26年９月30日 平成26年12月４日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月24日
取締役会

普通株式 120,034 17.50 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月23日
取締役会

普通株式 120,033 17.50 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

当社の事業は、システム開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

中間配当に関する事項

第32期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)中間配当については、平成27年10月23日開催の取締役会に

おいて、平成27年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、以下のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 33円24銭 49円97銭

    (算定上の基礎)

四半期純利益金額 227,995千円 342,744千円

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 ― 千円

普通株式に係る四半期純利益金額 227,995千円 342,744千円

普通株式の期中平均株式数 6,859,100株 6,859,069株

①  配当金の総額 120,033千円

②  １株当たり配当額 17円50銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年11月５日

株式会社ＪＩＥＣ

取締役会 御中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＩＥ

Ｃの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第32期事業年度の第２四半期会計期間(平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＩＥＣの平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 寺 田 昭 仁 印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 米 山 英 樹 印

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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